
○奥出雲町小規模事業者事業継続支援事業補助金交付要綱 

平成２９年４月１日 

告示第５９号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、小規模事業者と地域経済の活性化を図ることを目的として、

小規模事業者の事業継続の取組みを支援するため、予算の範囲内において奥出雲

町小規模事業者事業継続支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付する

ものとし、奥出雲町補助金交付規則（平成１７年奥出雲町規則第４２号。）に定

めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、「小規模事業者」とは、次の各号の定めるところによ

る。 

(1) 卸売業・小売業 常時使用する従業員の数が５人以下をいう。 

(2) サービス業（宿泊業・娯楽業以外） 常時使用する従業員の数が５人以下

をいう。 

(3) サービス業のうち宿泊業・娯楽業 常時使用する従業員の数が２０人以下

をいう。 

(4) 製造業その他 常時使用する従業員の数が２０人以下をいう。 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号に掲げる要件に該当する者とす

る。 

(1) 引き続き１年以上同一事業を営む町内小規模事業者。ただし、風俗営業等

の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年７月１０日法律第１２２

号）の規定により許可又は届出を要する業種及び公の秩序又は善良の風俗を害

するおそれがある業種を営む者でないこと。 

(2) 町税及び町に対する債務の滞納がない者 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員でない者 

(4) 破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号）第４条に規定する暴力主義



的破壊活動を行う団体等に所属していない者 

(5) 全国商工会連合会「小規模事業者持続化補助金」の交付を受けていない者 

(6) この告示による補助金の交付を受けていない者 

（補助対象経費及び補助金の額等） 

第４条 補助事業の事業区分、補助対象経費、補助率及び補助限度額は別表のとお

りとし、補助金額に１，０００円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額

とする。ただし、消費税及び地方消費税は補助対象経費から除くものとする。 

２ 前項の規定に関わらず、当該事業が町の他の補助金の交付を受けている場合

は、この告示の補助対象としないものとする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、別に定める期日までに小規模事業者

事業継続支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次の関係書類を添えて、町

長に提出しなければならない。 

(1) 設備等の明細及び積算内容が確認できる書類（見積書の写し等） 

(2) 町税滞納調査同意書 

(3) 法人の場合は、直近の決算書類、定款及び履歴事項全部証明書 

(4) その他町長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第６条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当

と認めたときは、小規模事業者事業継続支援事業補助金交付決定通知書（様式第

２号）により申請者に通知するものとする。 

（決定内容の変更等） 

第７条 前条の規定により補助事業者は、事業に要する予算及び内容の変更、又は

事業を中止する場合には、小規模事業者事業継続支援事業補助金計画変更（中

止）承認申請書（様式第３号）を町長に提出し、承認を得なければならない。 

２ 町長は、前項の申請を承認したときは、その旨を小規模事業者事業継続支援事

業補助金変更交付決定通知書（様式第４号）により補助事業者に通知するものと

する。 

（実績報告） 



第８条 前条の規定により交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、補助事業完了後、速やかに小規模事業者事業継続支援事業補助金実績報告書

（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

(1) 設備等の明細及び事業内容が確認できる書類（請求明細書の写し等） 

(2) 支払を確認できる書類（領収書の写し等） 

(3) 設置等完了後の写真 

(4) その他町長が必要と認める書類 

（補助金額の確定） 

第９条 町長は、前条の規定による実績報告書を受理したときは、その報告に係る

補助金の成果が交付決定内容に適合しているか審査し、適合すると認めたとき

は、交付すべき補助金の額を確定し、小規模事業者事業継続支援事業補助金交付

額確定通知書（様式第６号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１０条 町長は、前条の規定により補助金の額を確定した後に補助金を支払うも

のとする。ただし、必要があると認められるときは、概算払をすることができ

る。 

２ 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、小規模事業者事業継続

支援事業補助金交付精算払請求書（様式第７号）を、前項ただし書の規定による

補助金の支払を受けようとするときは小規模事業者事業継続支援事業補助金交付

概算払請求書（様式第８号）を町長に提出しなければならない。 

（財産処分の制限） 

第１１条 補助事業者は、この補助事業により取得した設備について、減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する耐用年

数に相当する期間内において、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１２条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の

交付決定を取消すことができる。 

(1) 補助金を偽りその他不正の手段により受けたとき。 



(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 補助金交付の条件に違反したとき。 

(4) その他町長が補助金の交付決定を取消すべき事由があると認めたとき。 

２ 前条の規定により補助金の交付決定を取り消された補助事業者が、既に補助金

の交付を受けているときは、町長の請求に応じ、交付を受けた補助金を返還しな

ければならない。 

（その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

（デジタル社会の実現に向けた重点計画の計画期間における交付対象者の特例） 

２ マイナンバーカード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する「個人番

号カード」をいう。）に対応したＩＣカードリーダライタを装備した設備等を整

備する場合には、デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和５年６月９日閣議

決定）の計画期間に限り第３条第５号及び同条第６号の規定は適用しない。 

附 則（令和４年告示第９４号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年告示第１３号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年告示第  号） 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

  



別表（第４条関係） 

対象事業 補助対象経費 

（町長が必要かつ適当と認

める経費であって以下に掲

げる経費） 

補助率及び補助限度額 

（１事業あたり） 

事業に必須となる機械設備

等の整備（更新又は修繕を

含む。）及び店舗改装事業 

備品・設備購入費、店舗改

装費、修繕費、その他町長

が認める経費 

２０万円を限度に、当該

補助対象経費の３分の２

以内の額 

（事業費の総額は１０万

円以上） 

（算出した額に１，００

０円未満の端数が生じる

場合は、当該端数を切り

捨てた額） 

 

様式 略 

 


